
1 

知財業界における生成 AI活用の今後のトレンドと 2027年
予測 

― 2026 年秋の現在地から読む「エージェント化」と「制度化」の交差点 ― 

Claude Fable 5.1 

2026 年 9 月 22 日 

要旨 

本稿は、2026 年 9 月 22 日時点で一次資料により確認できる事実を基に、知財業界における生

成 AI 活用の現在地を五つの潮流に整理し、2027 年に向けた予測を確度付きで示す論考である。

結論は次の五点に集約される。第一に、フロンティアモデルのエージェント化・長文脈化と、

MCP（Model Context Protocol）による知財データベースの汎用 AI への直結が同時進行し、知財

AIは「単体ツール」から「プラットフォーム上の機能」へ移行しつつある。第二に、特許庁側も

「検索支援」から「通知書起案・分析支援」へ重心を移しており、JPO AI ビジョン、EPO のエ

ージェント構想、USPTO の審査官向け生成 AI パイロット、韓国 MOIP の 2027 年予算がそれを

裏付ける。第三に、AI 起草による出願の大量化（日本の本人出願率 24.5%、生成 AI 特許ファミ

リーの倍増）と、検証責任の明文化（EPO ガイドライン、USPTO 初の AI 起因懲戒）が「量と

質」の緊張を生んでいる。第四に、発明者要件は立法ではなく運用（AI＝ツール、着想基準）で

収斂し、実務の焦点は「創作的関与の記録」へ移る。第五に、2027 年はプリンシプル・コード

の届出開始、EU AI Act の執行、米欧の主要判決、JIPA ハンドブックの浸透により、「制度化」

が「エージェント化」に追いつく年になる。 

1. はじめに：問いの立て方 

生成 AI と知財の関係は、もはや「使えるか」を問う段階にない。2026 年に入り、企業知財部

門では AI エージェントが業務フローに常駐し始め、特許庁は自らの AI 方針を文書化し、裁判所

と立法府は発明者・著作権・透明性の各論点に相次いで判断を示した。本稿では、2025 年を

「試行と検証の年」、2026 年を「エージェント化と制度化の年」、2027 年を「実装の分岐点」

と仮置きし、この仮説を検証する形で論を進める。 

記述にあたっては、①一次資料（各庁・政府・企業の公式文書）で URL まで確認した事実、
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②報道・法律事務所解説等の二次資料で確認した事実、③筆者の分析・推測、の三つを明確に区

別する。第 2 章は①②のみで構成し、第 3 章以降に③を置く。文献リストには一次・二次の別を

付し、本文の裏付けが取れなかった URL は「URL 未検証」と明記した。なお、本稿は 2026 年

9 月 22 日時点の公開情報に基づくものであり、以後の動きは反映していない。 

2. 2026年の現在地：五つの潮流（確認事実） 

2.1 技術：モデルのエージェント化・長文脈化と「MCP接続」 

2026 年 9 月初旬、主要 3 社が相次いで新モデルを公開した。Anthropic は 9 月 1 日に Claude 

Fable 5.1 および Mythos 5.1 を発表し、長時間の自律タスクにおける一貫性の向上、契約レッド

ライン評価（RedlineBench）の改善、分子設計等の科学研究能力、Fable 5 比でのコスト低減を

強調した 1。OpenAI は 9 月 3 日に GPT-6 Astra を公開し、256K〜512K トークン規模での多針

検索、コンピュータ操作、数理・生命科学ベンチマークでの向上を示した 2。Google の Gemini 

3.8 Flash（9 月 2 日）は入力 100 万トークンとエージェント型ワークフローを前面に出し、モデ

ルカードに法務ワークフロー自動化の指標を掲げる 3。知財実務への含意は、「長い明細書・審

査経過・引例群を一度に読み、複数工程を自律的に進める」ことが特定ベンダーの専用機能では

なく、汎用モデルの標準能力になりつつある点にある。 

これと並行して、知財データベースを汎用 AI に直結する MCP 対応が 2026 年に一気に広がっ

た。Patlytics は 8 月 28 日、Claude および ChatGPT から 1.3 億件超の特許・クレームを意味検

索できる「Patlytics MCP」を既存顧客向けに公開した 4。Solve Intelligence は 8 月 25 日、Google 

Cloud「Gemini Enterprise for Legal」のローンチパートナーとして、MCP コネクタ経由で無効

化調査・FTO・侵害検出・SEP マッピングを提供すると発表した 5,6。Anaqua は 9 月 1 日公表の

半導体特許レポートで、分析に「AcclaimIP MCP コネクタ」を用いたことを明記している 7。日

本でも AI Samurai が日米中の特許データベースを生成 AI に直結する「IP Samurai MCP サーバ

ー」を提供し、ChatGPT・Claude・Copilot Studio 対応の無料トライアルを募集している 8。汎

用リーガル AI の側では、Thomson Reuters が 5 月に CoCounsel と Claude の MCP 接続を開始し

9、8 月 20 日には Anthropic の Claude Agent SDK 上で再構築した次世代 CoCounsel Legal（起案

エージェント、1 万文書×100 問の表形式分析等）を米国で一般提供した 10。 

2.2 ツール市場：資金流入・統合・「エージェント」製品 

Law360 の集計によれば、2026 年上半期に知財・特許系スタートアップは 6 億ドル超を調達し、
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リーガルテック内で 2 番目の規模となった 11。個別には、Patlytics が 4 月に 4,000 万ドルのシリ

ーズ B（累計約 6,500 万ドル）を調達し「自律的にタスクを完了するドメイン特化エージェント」

をロードマップの最優先に置いた 12。DeepIP は 3 月に 2,500 万ドルのシリーズ B を調達した後、

6 月に独 PatentMaker を買収した 13。Solve Intelligence は 3 月に特許訴訟 AI の Palito.ai（独）を

買収し 14、8 月 24 日には Thomson Reuters と提携した 15。Anaqua は 4 月にスウェーデンの Patrix

を買収した 16。汎用リーガル AI では Harvey が 3 月に評価額 110 億ドルで 2 億ドルを調達し 17、

Legora は 5 月に評価額 56 億ドルに達した 18。 

製品面では「エージェント」を冠する機能が相次いだ。IPRally は 3 月 31 日、発明の把握・特

徴抽出・1.2 億件超の検索・レビュー・関連性評価・報告書作成の 6 工程を自動化する新規性調

査「Agent」を発表し、各工程を可視化・修正可能にした点を差別化要素とする 19。LexisNexis

は 5 月 13 日、PatentSight+に自然文からランドスケープ分析と経営向け可視化を生成し、推論

過程を表示する「Protégé」を追加した 20。 

日本では、NTT データが 8 月 19 日に「AI を活用した発明発掘支援サービス」の先行提供を開

始し（本格提供は 10 月以降）、AI が発明を自動生成するのではなく発明相談から提案書作成ま

でを支援する設計とした 21。NEC は 1 月に知財 DX 事業の開始を発表し、先行技術調査・特許性

判定・発明提案書・明細書の自動作成で最大約 94%の時間短縮、2030 年度売上 30 億円を目標に

掲げた 22。日立製作所は 9 月 15 日、特許情報サービス「Shareresearch」に「AI 要約」「AI 検

索」を追加すると発表し（10 月 5 日提供）、社内検証で内容確認時間を最大 90%、精読対象を

最大 80%削減したとする 23。NTT ドコモビジネスは 7 月 30 日に「アイデアシート作成支援 AI

エージェント」の提供を開始し、キヤノンが一部開発部門で導入した 24。 

他方で、市場の急拡大に伴う摩擦も表面化した。パテント・インテグレーションは 9 月 15 日、

株式会社エムニの「AI 特許ロケット」の広告表示（「外注時と比較して 99.9%のコスト削減」

等）について、対象業務や算定根拠が需要者に不明であるとして、不正競争防止法に基づく差

止・損害賠償請求訴訟を東京地裁に提起したと公表した 25。AI 特許サービスの広告適正性が日本

で訴訟化した最初の事例であり、エムニ側の公式反論は本稿執筆時点で確認できていない。 

導入実態のデータも出揃ってきた。Questel の「2026 IP Outlook」（回答 500 名超）では、

「AI が知財職務を恒久的に変える」73%、「2026 年に AI 利用を拡大」82%の一方、「AI ツー

ルを完全導入済み」は 26%にとどまり、88%が業務時間の最大半分を AI 生成物のレビューに充

てると回答した 26。Thomson Reuters の「Future of Professionals 2026」（1,816 名）では、週複
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数回の利用が 74%に達する一方、91%が「期待未満」の経験を持ち、AI 戦略が明文化された組

織では 66%が期待以上（未整備の組織では 22%）と、戦略の有無が成果を分けている。また 3

分の 1 超が組織非公認の AI ツールを利用していると回答した 27。JETRO ニューヨーク事務所に

よる米国知財実務者調査（84 名）では、AI 利用可能が 87%、用途は調査 70%・要約 68%・翻訳

59%で、書類作成は 49%、最大の課題はハルシネーションであった 28。 

2.3 特許庁・国際機関：「人間中心」を掲げつつ起案・分析へ 

日本特許庁は 7 月 27 日、初の AI 活用基本方針「JPO AI ビジョン」を公表した。「AI 活用推

進」「人間中心」「リスク対応」「ステークホルダー・海外庁連携」「ガバナンス構築と AI リ

テラシー向上」の五つのキーコンセプトを掲げ、生成 AI の発展を踏まえてアジャイルに計画を

見直すとするが、業務別の工程表や年度スケジュールを含まない理念文書である 29,30。実務の工

程表に当たる「AI 技術活用アクション・プラン」の令和 7 年度改定版は、先行技術調査の高度化

を「導入フェーズ」とし、「生成 AI の特許審査業務への適用」「生成 AI の特許行政事務への適

用」を新たな実証項目に加えた 31。令和 8 年度改定版は本稿執筆時点で未公表である。制度面で

は、6 月 16 日の産業構造審議会特許制度小委員会（第 56 回）が、AI 自律発明の保護要否、AI

利用発明の発明者認定、AI生成情報の引用発明適格性を論点化した。企業ヒアリングでは製薬が

保護に前向き、電機・自動車は国際調和を優先するという温度差が示され、発明者認定は「他の

ツールと同じ判断」、引用発明適格性は「現行審査基準で運用」が多数意見であった。結論は継

続検討で、次回は「令和 8 年秋頃」とされた 32,33。なお、特許庁の調査によれば 2023 年の AI 関

連発明の出願は約 11,400 件で、生成 AI に起因するとみられる G06Q 分野の増加が顕著である

34。 

USPTO は 2025 年 11 月 28 日、AI 支援発明の発明者ガイダンスを全面改訂し、2024 年 2 月ガ

イダンスを撤回した。AI を実験機器と同様の「ツール」と位置づけ、Pannu 要素は複数の自然

人間の共同発明判断にのみ適用し、従来の「着想（conception）」基準で判断する 35。運用面で

は、AI が審査前に最大 10 件の先行技術を通知する「ASAP!」パイロットを 2026 年 6 月 1 日で

終了し（後継は未発表）36、Squires 長官は 3 月 25 日の下院証言で「1 年弱で AI 不正検知により

7 万件超の不当出願を排除」「2026 年中に追加 10 万件のバックログ削減」を示した 37。4 月 10

日には未審査件数が約 77.7 万件（2025 年 1 月ピーク約 83.8 万件）へ減少し、約 10 年ぶりに年

度内の一次審査件数が新規出願を上回る「転換点」に達したと発表した 38。庁内生成 AI 基盤

「Scout」は 7 月 1 日に商標部門全体へ展開され 39、特許審査官向けには監督審査官への先行配
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布に続き、クレーム解釈・発明要約・引用マッピング・§101 分析の限定パイロットが今後 12 か

月で予定されていると報じられている 40。出願人側への警鐘としては、AI 検索が「より的確な先

行技術を発見する」ことを踏まえた出願戦略の見直しを促す論考も出ている 41。 

とりわけ注目すべきは、7 月 21 日付の懲戒命令（In re Mitchell, Proceeding No. D2026-16）

である。生成 AI で作成したクレーム解釈チャートに、明細書・図面・審査経過という「内的証

拠」への架空引用・誤引用が含まれた事案につき、USPTO は初めて AI 起因の公開戒告を行い、

実務家が第 2 の AI モデルで出力を検証していたことは注意義務を果たしたことにならないと明

示した 42。ハルシネーションの危険が判例等の外部資料にとどまらず、出願書類そのものへの引

用にも及ぶことを庁が公式に警告した点で、実務上の意味は大きい。 

EPO は 2026 年版審査ガイドライン（4 月施行）の総論部に「AI の利用」の節を新設し、AI で

作成した書類についても当事者が EPC 遵守の責任を負うことを明記した。あわせて AI／機械学

習発明の開示要件（訓練データ、再現性、技術的効果の信憑性）を整理している 43,44。8 月 14 日

更新の「AI use at the EPO」では、プレサーチ・分類・案件配分・AI 議事録が稼働中であり、審

査段階の情報分析と通知書草案作成を支援するツールを開発中、次世代として手続段階ごとの

「専門 AI アシスタント／エージェント」を計画すると述べている 45。Strategic Plan 2028 は、AI

分類品質 90%、特許付与プロセスの 99.5%デジタル化を掲げる 46。 

韓国では 2025 年 10 月に KIPO が知的財産部（MOIP）へ昇格し、8〜9 月の発表で「知財の

AI 変革（AX）」を掲げて AI 審査統合と増員により年内に特許審査期間 14 か月を目指すとした

47。2027 年予算案（7,106 億ウォン、前年比 12.7%増）には次世代 AI 特許検索システム、KIPRIS 

AI エージェント、知財紛争 AI エージェントが計上されている 48。WIPO は 7 月 2 日に

PATENTSCOPE の AI 支援検索（自然文を検索式に変換、LLM は WIPO 構内でホスト）を公開

し 49、7 月 14 日には生成 AI 特許ファミリーが 2024 年の 18,862 件から 2025 年に 37,808 件へ倍

増し、日本は年率 210%増（ソフトバンクの約 3,000 件が牽引）と報告した 50,51。11 月 9〜10 日

にはジュネーブで、従来の「WIPO Conversation」の AI 分野を専門年次会合へ発展させた初の

「Global Forum on IP and AI」が開催される 52。6 月の第 19 回五大特許庁長官会合（東京）は、

AI 活用を主題として実務的議論のための専用ワーキンググループの設置に合意した 53。 

2.4 制度・司法：発明者は「決着」、著作権は「係争中」 

発明者・著作者要件は主要国で司法的に決着した。日本では最高裁第二小法廷が 2026 年 3 月
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4 日、DABUS 事件の上告を棄却し、「発明者は自然人に限られる」とした知財高裁判決（2025

年 1 月 30 日）が確定した。知財高裁は制度設計は立法府が検討すべきと付言している 54。米国

では連邦最高裁が 3 月 2 日、AI 著作者性を否定した Thaler v. Perlmutter の上告を不受理とし、

発明者性（Thaler v. Vidal）と併せて決着した 55。英国最高裁は 2 月 11 日の Emotional Perception

判決で、人工ニューラルネットワークを「コンピュータ・プログラム」に当たるとしつつ、長年

の Aerotel テストを廃棄して EPO 流の「any hardware」アプローチを採用し 56、UKIPO は 7 月

14 日に審査実務を 3 段階に改めた 57。中国は 2026 年 1 月 1 日施行の専利審査指南改正で AI 関

連発明の開示要件と創造性評価を明確化し、発明者は自然人のままとした 58。 

著作権は対照的に係争の最中にある。米国では Bartz v. Anthropic の 15 億ドル和解が 7 月 20

日に最終承認され 59、初回配分は 11 月 15 日まで、第 2 回（4.5 億ドル）は 2027 年 9 月 25 日ま

でとされる 60。NYT v. OpenAI／Microsoft では略式判決の審理が進み、9 月初旬に米司法省が

OpenAI 側を支持する意見書を提出した。Stein 判事は「今後数か月内」に、2027 年の公判へ進

むかを判断する見込みである 61。Thomson Reuters v. Ross は第 3 巡回区で 6 月 11 日に口頭弁論

が行われ、ヘッドノートの創作性と学習データ市場の画定が争点となった 62。Disney／Universal 

v. Midjourney は 11 月 23 日が略式判決申立期限で、争点が残れば 2027 年に陪審審理の可能性が

ある 63。英国 Getty v. Stability AI は控訴が許可され 64、ドイツではミュンヘン地裁が 7 月 31 日、

GEMA v. Suno で無許諾学習と出力の双方を侵害と認定した 65。EU では CJEU 大法廷が C-

250/25（Like Company v Google）で生成 AI と著作権を初めて審理し（3 月 10 日弁論、法務官

意見は 9 月 3 日予定。その内容は本稿執筆時点で確認できていない）66、欧州議会は 3 月 10 日、

EUIPO が管理する機械可読オプトアウトや学習素材の開示を求める決議を採択した 67。GPAI 行

動規範に基づく義務の執行は 2026 年 8 月 2 日に始まり 68、Digital Omnibus on AI（規則

(EU)2026/1744）は 7 月 27 日に発効して高リスク AI 義務の適用を 2027 年 12 月 2 日（Annex 

III）へ延期した 69。2025 年 8 月 2 日以前に上市された GPAI モデルの遵守期限は 2027 年 8 月 2

日である 70。 

日本では 8 月 25 日、知的財産戦略本部が「生成 AI の適切な利活用等に向けた知的財産の保護

及び透明性に関するプリンシプル・コード」を公表した。①モデル・学習データ・知財保護措置

の概要公表（robots.txt 遵守、電子透かし、窓口設置を含む）、②訴訟等を準備する権利者から

の照会対応、③生成物利用者からの照会対応、の三原則から成り、法的拘束力はなく、コンプラ

イ・オア・エクスプレイン方式で、届出事業者を内閣府が審査なしに一覧公表する。域外事業者
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も対象である 71。届出受付は 10 月 26 日に開始される 72。省庁横断でのルール策定を報じた日経

記事は本文を確認できていないが、時期と内容から同コードを指すものと推測される 73。知的財

産推進計画 2026（6 月 12 日）は AI 利用発明・意匠の検討を特許庁の短期・中期課題とし、中堅

企業向けの「生成 AI を活用した IP インテリジェンス」施策の検討を掲げた 74。AI 基本計画（7

月 14 日閣議決定）は知財保護と透明性、対価還元、不正競争防止法改正を含む法整備の検討を

盛り込み、「当面は毎年変更」と明記して 2027 年の年次改定を予定する 75。声・肖像について

は法務省の検討会が「生成 AI とパブリシティ権侵害に関する解釈指針」を取りまとめ 76、9 月 11

日の産業構造審議会不正競争防止小委員会が俳優・声優・音楽事業者団体からヒアリングを行っ

た 77。中国は 7 月 31 日印発の「十五五」知財規画で、アルゴリズム・AI 生成物の保護規則整備

とデータ知財保護規則の探索を掲げる 78。 

2.5 企業・団体・出願構造：エージェント常駐と「本人出願率 24.5%」 

企業側では、オムロンが研究開発向け生成 AI 基盤「RDinX」上で知財 AI エージェント（発明

ポイントの要約、類似特許の抽出、特許性の評価、発明説明書の生成）を内製し、特許調査・発

明説明書作成の工数を平均約 65〜70%（少なく見積もっても約 50%）削減したと公表した 79。

MIXI 知財室は、現場の言葉を特許ロジックに変換する AI 事前インタビューを出願・著作権相談

に組み込み 80、Claude Code で拒絶対応案・査定案件評価・分割方針を一括処理し、約 1.8 万行

のプロンプト資産を蓄積して「5 人で 30 人分のアウトプット」を目標に掲げる 81。荏原製作所は

知財活動を ROIC の言語で経営層と対話する「知財 ROIC」を展開し 82、キリンホールディング

スは研究フローに常駐する AI エージェントの運用を一部研究部門で開始した 83。 

団体では、日本知的財産協会（JIPA）の AI 活用委員会が 9 月 1 日に「生成 AI 活用ハンドブッ

ク第 1.0 版」を発行し 84、10 月 30 日に「AI と共創する知財部門のあり方を考える」と題する AI

シンポジウムを予定する 85。機関誌『知財管理』6 月号は、マネジメント第 2 委員会第 4 小委員

会による「202X 年 知財部がない世界を考える ―知財部が不要になるのか 変化の波が問い直す、

知財部の本質的価値―」を掲載した 86。日本弁理士会は 2026 年の会長挨拶で、AIPPI 横浜大会

において各国弁理士会と「生成 AI を許容できる業務／すべきでない業務」を情報交換し、生成

AI 依存による新人育成の困難を共通課題と位置づけたと述べる 87。2025 年 4 月の「弁理士業務

における AI サービス利活用ガイドライン」（秘密情報の入力制限、成果物の検証責任、依頼者

合意）が現行である 88。事務所側では、IPTech 弁理士法人が調査・明細書・審査対応に生成 AI

を導入して熟練者で効率約 2 倍を実現し、余剰時間を IPO・M&A・知財コンサルティングへ転
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換すると報じられ 89、近畿経済産業局は 9 月 14 日に「出願代理から知財コンサルへ―生成 AI 時

代の弁理士の生存戦略」を掲げるワークショップを開催した 90。INPIT も 9 月 14 日に「AI 時代

に IP ランドスケープはどう変わるのか」をテーマとするセミナーを開いた 91。 

出願構造の変化は数字に表れている。特許行政年次報告書 2026 年版のデータに基づく集計で

は、2025 年の特許出願 358,317 件のうち弁理士代理は 269,231 件、本人出願は 87,935 件で、本

人出願率は 24.5%と前年の 5.3%から急上昇した 92,93。WIPO の生成 AI 特許ファミリー倍増（日

本は年率 210%増）51 と併せ、AI 起草・AI 関連出願の増加が出願統計の形を変え始めている。発

明創出の上流でも、AI co-scientist が生成した仮説がオルガノイド・動物・初期臨床での検証段

階に入り 94、自律材料ラボのマルチエージェント管理が提案されるなど 95、AI 主導の発見が現実

化しつつある。日本政府も AI 駆動研究への大型投資（SPReAD 1000、ARiSE 等）を進めるが、

これらの資料に知財・発明帰属の記述はない 96。 

3. 潮流の読み解き（筆者の見立て） 

以下は第 2 章の確認事実に基づく筆者の分析であり、推測を含む。 

（1）「検索支援」から「判断・起案支援」へ。 特許調査は「人手→AI 支援→エージェント」

の三段階で進化してきたが、2026 年は特許庁と企業の双方で第三段階への移行が可視化された

年である。EPO の通知書草案支援ツール、USPTO のクレーム解釈・§101 分析パイロット、

JPO の「生成 AI の特許審査業務への適用」実証と、MIXI の拒絶対応案の一括生成やオムロンの

発明説明書作成支援は、同じベクトル上にある。庁と出願人が同種の AI で「読み・書き」を行

う以上、審査のボトルネックは検索の網羅性から判断の質へ移り、審査官と代理人の双方に「AI

の出力を疑う能力」が求められる。USPTO の初の懲戒命令が「第 2 の AI による検証では足り

ない」と述べた意味は、まさにここにある。 

（2）「単体ツール」から「プラットフォーム＋MCP」へ。 2026 年の MCP 対応ラッシュと、

Thomson Reuters・Google・Harvey への知財機能の接続・統合は、知財 AI が独立した製品カテ

ゴリーであり続けるかを問うている。フロンティアモデルが長文脈・エージェント実行を標準装

備した結果、知財ベンダーの差別化の源泉は「モデル」ではなく「データ（特許全文・審査経

過・非特許文献）と業務知識（クレーム解釈、無効論、管轄別実務）」に移った。独立系は「接

続（MCP）」か「統合（買収・提携）」の二択に向かい、ユーザー企業にとっては「どのプラ

ットフォームに自社の発明提案書・出願・審査経過を載せるか」が選定の主軸になる。同時に、
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社内の非公認ツール利用（Thomson Reuters 調査で 3 分の 1 超）は、いわば「野良 AI エージェ

ント」の統制問題として顕在化する。 

（3）供給側の「知財インフレ」。 本人出願率の 5.3%から 24.5%への急上昇、生成 AI 特許フ

ァミリーの倍増、USPTO の AI 不正検知による 7 万件超の排除は、AI が出願の「量」を押し上

げている証左である。他方、EPO ガイドラインの当事者責任の明記、USPTO の初の AI 起因懲

戒、日本弁理士会ガイドラインの検証責任は、「質」の担保を出願人・代理人に帰属させる方向

を示す。量と質の緊張は、2027 年の審査運用（AI 生成情報の引用発明適格性、記載要件の運

用）、手数料体系、代理人責任の議論を規定する。2025 年 12 月の大量出願は 2027 年半ばに公

開され、出願人と内容が可視化されるため、この時点で議論が一段と具体化するだろう。 

（4）上流の変化：AI for Science と発明者要件。 AI 研究員の常駐（キリン）、自律材料ラボ、

AI co-scientist の臨床検証段階入りは、発明創出の上流が AI 主導に移りつつあることを示す。発

明者要件は「AI はツール、着想基準で判断」という運用で日米欧中が事実上収斂したが、AI の

寄与が大きくなるほど「誰がいつ着想したか」の証跡が問われる。これは制度論ではなく実務論

であり、発明記録（ラボノート、AI との対話ログ、プロンプト履歴）の再設計が 2027 年の実務

課題となる。産構審が「令和 8 年秋頃」に再開する検討も、保護の要否より記録・立証の在り方

に議論が向かうと筆者は見る。 

（5）ガバナンスの制度化：「使えるか」から「信頼できるか・誰が責任を負うか」へ。 プリ

ンシプル・コードの届出制、EU GPAI 義務の執行開始、JIPA ハンドブック、弁理士会ガイドラ

インは、AI 活用の可否（Can）ではなく、信頼（Trust）と責任（Own）の枠組みを整備する動

きである。筆者の整理では、知財業務は「業務層は AI エージェント、戦略層は人間」という二

層構造に向かうが、その境界を決めるのはガバナンスである。各業務を HITL（人が介在）・

HOTL（人が監督）・HOOTL（人が関与しない）のどこに置くかを文書化し、監査可能にする

ことが、2027 年の実務標準になると考える。Thomson Reuters の調査が示した「AI 戦略の明文

化の有無で成果が 3 倍違う」という結果は、この見立てを裏付ける。 

4. 2027年に向けた予測 

4.1 予定されている出来事（確認済み） 

2027 年の予測に先立ち、既に日程が確定または公表されている事項を整理する。確度の高い

予測はこれらのカレンダーの上に置かれる。 
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時期 事項 根拠 

2026 年 10 月 26 日 プリンシプル・コードの届出受付開始（内閣府が届出事業者を一覧公
表） 

72 

2026 年 10 月 30 日 JIPA AI シンポジウム「AI と共創する知財部門のあり方を考える」 85 

2026 年 11 月 9〜10 日 WIPO「Global Forum on IP and AI」第 1 回 52 

2026 年 11 月 23 日 Disney／Universal v. Midjourney 略式判決申立期限（残れば 2027 年陪
審） 

63 

2026 年秋（予定） 産業構造審議会特許制度小委員会で AI 発明論点の継続検討 32 

2026 年後半〜2027 年 Thomson Reuters v. Ross 第 3 巡回区判決／NYT v. OpenAI 略式判決と
公判可否判断／CJEU C-250/25 判決 

62,61,66 

2027 年前半（推測） 特許庁「AI 技術活用アクション・プラン」令和 8 年度改定版と生成 AI
審査適用の実証結果公表 

31 

2027 年 6 月頃（慣例） 知的財産推進計画 2027 の決定、AI 基本計画の年次改定 74,75 

2027 年半ば 2025 年 12 月の大量出願（本人出願を含む）の出願公開 92 

2027 年 8 月 2 日 EU：2025 年 8 月 2 日以前に上市された GPAI モデルの遵守期限 70 

2027 年 9 月 25 日 Bartz v. Anthropic 第 2 回和解金支払（4.5 億ドル）期限 60 

2027 年 12 月 2 日 EU AI Act 高リスク AI（Annex III）義務の適用開始 69 

2027 年（年間） 韓国 MOIP 2027 年予算による AI 特許検索・AI エージェント整備 48 

 

4.2 十の予測（確度付き） 

以下、確度を「高」（複数の一次資料が同方向を示す）、「中」（方向は示されているが時

期・内容に不確実性）、「低」（筆者の推測が主）の三段階で示す。 

# 予測 確度 主な根拠 

1 
知財部門の「AI エージェント常駐」が先進企業から中堅企業へ
広がり、拒絶対応案・調査報告・発明提案書の一次ドラフトは
エージェントが担う体制が標準になる。 

高 

オムロン、MIXI、キリン、NTT
データ・NEC・日立の製品化、
推進計画 2026 の中堅企業向け
IP インテリジェンス施策 79,81,21,74 

2 
知財 AI は汎用リーガル AI／フロンティアモデルのプラットフォ
ームに吸収され、独立系ベンダーは「MCP で接続」か「統合さ
れる」かに二分される。 

高 

MCP 対応ラッシュ、Solve–TR
／Google、DeepIP・Anaqua・
Solve の買収、Law360 の統合観
測 4,15,11 
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# 予測 確度 主な根拠 

3 

特許庁の生成 AI 活用は「検索」から「通知書起案・分析」へ進
み、JPO は令和 8 年度アクション・プランで生成 AI 審査適用の
実証結果を示し、USPTO は審査官向け生成 AI パイロットを拡
大、EPO は通知書草案支援を試行する。 

高（実
施）／
中（公
表の具
体性） 

JPO AI ビジョン・アクション・
プラン、EPO「AI use」、Snell 
& Wilmer 報告、MOIP 予算
31,45,40,48 

4 

AI 起草・本人出願の急増（「知財インフレ」）を受け、審査運
用（AI 生成情報の引用適格性、記載要件）や手数料・本人出願
支援の在り方が政策議論に上る。2025 年 12 月分の公開（2027
年半ば）が転機となる。 

中 
本人出願率 24.5%、WIPO 統
計、産構審論点、USPTO 7 万件
排除 92,51,32,37 

5 
AI 起草物の検証責任が明文化される。日本弁理士会ガイドライ
ンの改訂、USPTO・EPO での懲戒・拒絶事例の蓄積、依頼者
との「AI 利用合意」条項が標準化する。 

中〜高 
USPTO 初の AI 起因懲戒、EPO
ガイドライン 2026、弁理士会ガ
イドライン 42,44,88 

6 

発明者要件は各国とも立法に至らず「AI＝ツール、着想基準」
の運用で収斂し、実務の焦点は発明記録（AI 対話ログ・プロン
プト履歴）の証跡管理に移る。日本の産構審も保護要否の結論
を出さず、記録・立証論へ向かう。 

高 
日米英の最高裁判断、USPTO
ガイダンス、産構審の継続検討
54,55,35,32 

7 

著作権では米控訴審（Ross）と NYT 事件の判断が示され、EU
では C-250/25 判決と CDSM 指令見直しの立法提案が動く。日
本ではコードの届出一覧が「事実上の遵守基準」として機能
し、学習データのライセンス市場が拡大する。 

中（方
向）／
低（個
別判決
の内
容） 

Ross 口頭弁論、NYT 略式判決審
理、CJEU 審理、EP 決議、コー
ド届出制 62,61,66,67,72 

8 

「知財 ROIC」「知財・無形資産ガバナンス」と AI ガバナンス
が統合され、知財部門の役割が「出願管理」から「AI 時代の無
形資産の統制と価値翻訳」へ再定義される。「知財部がない世
界」論が本格化する。 

中 
荏原の知財 ROIC、知財管理 6
月号特集、JIPA シンポジウム、
推進計画 202682,86,85,74 

9 

人材面では新人育成の空洞化が共通課題となり、求められる能
力が「AI リテラシー」から「AI 監督能力（検証・境界設定・説
明責任）」へ移る。事務所は出願代理から知財コンサルティン
グへ収益源を移す。 

中〜高 
弁理士会会長挨拶、IPTech 事
例、近畿経産局 WS、TR 調査
87,89,90,27 

10 

日本では業界団体・協議会による実務標準化（JIPA ハンドブッ
クの改訂、業務別の HITL／HOTL 区分、機密情報の入力基
準、ベンチマーク）が進み、個社の試行から業界共通の型へ移
行する。 

中 
JIPA ハンドブック 1.0、弁理士
会ガイドライン、AI 基本計画の
人材 5 類型 84,88,75 

 

4.3 予測が外れる条件 

上記の予測は、①フロンティアモデルの進化が 2026 年秋のペースで続くこと、②主要国の規

制が現行の「透明性・自主規制」路線を維持すること、③重大なセキュリティ事故（出願前情報



12 

の漏えい等）が起きないこと、を前提とする。逆に、EU の著作権指令見直しが学習データの利

用推定や報酬義務を伴う立法提案に進んだ場合、米国の控訴審が学習をフェアユースでないと判

断した場合、あるいは主要ベンダーの価格改定によりエージェント運用コストが跳ね上がった場

合には、予測 1・2・7 の時期は後ろ倒しになる。また、日本固有の要因として、産構審が AI 自

律発明の保護に向けた法改正の方向を打ち出せば予測 6 は修正を要するが、6 月の企業ヒアリン

グの温度差からみて、その可能性は低いと筆者は判断している。 

5. 実務家への示唆 

第一に、業務ごとの「人の関与の度合い」を文書化することである。どの業務を HITL・

HOTL・HOOTL のいずれに置くかを決め、責任者と検証手順を明示する。Thomson Reuters の

調査が示すとおり、AI 戦略の明文化の有無が成果を分ける 27。 

第二に、MCP 時代を前提としたデータ整備である。自社の発明提案書・出願書類・審査経

過・先行技術調査結果を構造化し、どのプラットフォームに接続するかを情報システム部門と合

意しておく。プラットフォーム選定は「モデルの賢さ」ではなく「データの扱い（学習不使用、

保存場所、アクセス制御）」で決めるべきである。 

第三に、検証プロセスの制度化である。USPTO の懲戒命令が示すように、AI 生成物の引用は

内的証拠（自社明細書・審査経過）に対しても誤り得る 42。レビュー記録を残し、重要書面では

引用箇所の原典突合を必須工程とする。 

第四に、発明記録の再設計である。AIとの対話ログやプロンプト履歴を発明ノートと同等の証

跡として保存し、「誰が着想したか」を後から説明できるようにする。AI 研究員・AI エージェ

ントが常駐する研究環境では、この整備を怠ると発明者認定が争点化しやすい。 

第五に、経営言語への翻訳である。AI 投資の効果を「工数削減率」だけでなく、知財 ROIC の

ような経営指標に接続して説明する 82。知財部門の存在意義が問われる局面では、AI が代替する

業務ではなく、AI では代替できない「戦略層」の価値を数字で示すことが防衛線になる。 

6. おわりに：留保事項 

本稿の事実関係は 2026 年 9 月 22 日時点の公開情報に基づき、URL を一次資料まで遡って確

認したものを中心に構成した。ただし、次の事項は本文または一次資料を確認できておらず、二

次資料や推測に依拠している。①日本経済新聞の 2026 年 8 月 10 日記事（アクセス制限のため本
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文未確認）。②CJEU C-250/25 の法務官意見（9 月 3 日予定とされるが内容未確認）。③特許庁

「AI 技術活用アクション・プラン」令和 8 年度改定版（未公表）。④JIPA「生成 AI 活用ハンド

ブック第 1.0 版」の本文（発行の事実のみ確認）。⑤法務省「生成 AI とパブリシティ権侵害に関

する解釈指針」の公表日（二次報道による）。⑥日本の最高裁 DABUS 決定および米国・英国の

判決原文（法律事務所・報道の解説による）。⑦韓国 MOIP の 2027 年予算は「案」であり国会

審議前である。 

予測は外れるためにある。2027 年秋に本稿を読み返し、どの見立てが当たり、どれが外れた

かを検証することが、次の一年の指針を得る最良の方法だと考えている。 
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